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１　序：2000年代のタイ経済
筆者は，2010〜2012年度科学研究費補助金プロジェクト「Household 
Finance-アジアにおける家計と金融の国際比較」（研究代表者： 見誠良法
政大学教授，研究種目：基盤研究（C），課題番号22530322）の研究分担者
として，タイ家計部門の金融行動に関する調査研究を担当している。本稿
では，現在進めている研究の途中経過報告として，タイ家計部門の債務構
造の実態把握を目的とした若干の定量分析を行う。より包括的な研究成果
の報告は他日を期したい。
1997年〜1998年にかけてタイおよび周辺諸国を襲った通貨・金融危機
は，関係各国の国内経済・金融市場に大きなダメージを与えたが，為替レ
ートが大幅に減価することで輸出競争力が回復し，1998年後半頃から実体
経済は輸出主導で急激に回復した（図1-1）
2000年代初頭には，銀行部門の不良債権や金融機関再編の問題が一応の
決着を見ることで，ひとまずは通貨・金融危機による混乱に終止符を打つ
ことができたタイにおいて，2001年２月に誕生したタクシン政権は，経済
政策上の大きな転換点となった。それ以前の政権下では，IMF・世界銀行
との合意のもと，危機への対応策としての「標準化された」改革を強いら
れていたのに対して，タクシン政権は積極財政，地方への所得再分配，特
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定産業保護など，国内事情に配慮した経済政策に乗り出したのであった1）。
タクシン政権によって押し進められた一連の経済政策は，デュアルトラ
ックポリシーと総称される2）。これは，草の根的な地域開発による内需の
拡大と国際競争力強化を２本柱とする成長戦略であり，国内地域間格差の
是正と高度経済成長とを同時に実現しようとするものであった。前者の目
的に沿った政策としては，一村一品運動（各地の特産品の商品化支援），村
落基金（全国の村落で展開される事業プロジェクトに対する融資）の設立，
低所得者向け住宅の供給，政府貯蓄銀行の供出金に基づくマイクロクレジ
ット事業などが展開され，農村や中小企業振興などによる地域活性化が図
られた。同時に，国際競争力の強化による高度経済成長の実現のために，
タイ独自の特徴を活かしたニッチ産業（自動車，ファッション，食品，観
図1-1　タイの経済成長率（％）
 （注）実質GDP（2002年基準）の対前年比変化率。
（出所）Office of the National Economic and Social Development Board, National Income of 
Thailand (Chain V olume Measures: 1990-2010 Edition).
1） 三重野・布田（2010），p.226。
2） 以下のデュアルトラックポリシーに関する記述は石井（2007）に多くを負っている。
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光，ソフトウェアの５産業）に対する集中的な支援策が採られ，従来の外
資・外需に依存した経済構造からの脱却が目指された。金融面では，2004
年１月に公表された「金融セクターマスタープラン」によって，小規模な
金融サービス提供に特化した「リテール銀行」なるカテゴリーが商業銀行
とは区別された業態として設定されるなど，デュアルトラックポリシーと
同じく中小企業，農業部門，低所得者層へ配慮した対応がなされた3）。ま
た，この間金融機関貸出に占める政府系金融機関（SFIs）のシェアが急増
したが，これはデュアルトラックポリシーに含まれる農村振興策や低所得
者向け住宅政策を反映したものであると指摘されている4）。
タクシン政権の下で，タイ経済は製造業の活況に牽引され高成長を実現
した。しかし，旧来の既得権益構造に切り込んだ強引とも言える政治手法
や，タクシン首相本人やその親族が関与したとされる汚職スキャンダルに
対する反発が高まるなか，2006年９月19日，ソンティ陸軍総司令官とチャ
リット空軍総司令官が主導する軍事クーデターが勃発し，５年８ヶ月に及
んだタクシン政権は崩壊した5）。
タクシン政権崩壊以降，タイは政治的混乱の時代に突入する。政権は反
タクシン派と親タクシン派の間で揺れ動き，街頭ではそれぞれの陣営を支
持する市民団体の衝突が繰り返された。このような政情不安のなか，タク
シン政権が目指した政策目標の実現は少なからず後退したものと考えられ
る6）。
本稿では，以上のような2000年代タイの経済政策上の変遷に対応して，
家計部門が金融市場との関わりをどのように変えてきたのかを，特にその
債務構造の変化に着目して予備的な分析を行う。ここでタイ家計の債務構
造に注目するのは，必要なデータが比較的容易に利用可能であるためであ
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3） 高安（2008），p.41。
4） 高安（2008），pp.36-37，Menkhoff and Suwanaporn （2007），p.11。
5） この間の経緯とその政治経済学的背景については末廣（2009）が詳しい。
6） 2011年８月のインラック政権の発足により，国内の政治的混乱はようやく収束に向かった。
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り，家計資産側の分析の重要性を否定するものはない7）。本稿で利用する
主なデータは，タイ国家統計局（National Statistical Office of Thailand, 
NSO）の『社会経済調査』（Household Socio-economic Survey）からとら
れている。『社会経済調査』は，原則として隔年で実施8）されている家計サ
ンプル調査に基づき，家計の所得，支出，債務などのデータを公表してい
る。調査の対象となる世帯数は年度ごとに異なるが，概ね10,000から50,000
世帯に及ぶ。ただし，現在のところ個票データは入手できていないので，
分析に利用するのは集計データである。
２　家計債務の全体像と問題の所在
図2-1は，通貨・金融危機前年の1996年から2009年までの家計当たり平均
債務額と，各年の平均家計年収に対する平均債務額の比率を示したもので
ある。通貨・金融危機後の混乱が一段落した2000年代初頭から2000年代半
ばにかけては，平均残高と年収比率はともに急上昇している。2006年以降
は，平均残高はその勢いを低下させながらも依然上昇傾向にある一方，年
収比率はやや低下している。
家計当たりの平均債務額の上昇は，既に以前から債務を負っている家計
がさらに債務を増やすことだけでなく，新たな家計が信用市場に参加し始
めることによってももたらされる。この点を確認するために，少なからず
債務を負っている世帯が総世帯数に占める比率を見ると（図2-2），その比
率は2000年代前半期に上昇し全世帯の60％を超えるに至るが，その後は年
収比率と同様緩やかに低下している。
以上の観察から，2000年代前半期における家計債務額の増加は，少なく
とも一部にはそれまで信用市場と疎遠だった（おそらくは低所得層の）家
7） 2006年第４四半期という一時点であるが，Ariyapruchya et al. (2007)はタイの家計が保有す
る実物および金融資産の構造について分析している。
8） 1998年から2002年までは毎年実施された。
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図2-1　家計債務の推移
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
図2-2　債務保有世帯比率（％）
（注）債務保有世帯比率＝債務保有世帯数／総世帯数。
（出所）Siripanyawat et al. (2010), p.149.
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計による市場への新規参入が寄与しているものと類推される。さらにその
後の債務年収比率の低下は，一部の（これまたおそらくは低所得層の）家
計による信用市場からの撤退によってもたらされたのかもしれない。興味
深いのは，こうした一連の家計債務の動きが，タクシン政権の成立（2001
年２月）と崩壊（2006年9月）とほぼ軌を一にしている点である。前節で
見たように，タクシン政権下においては地方農村や低所得者への所得再分
配政策が志向されたことはよく知られているが，そうした階層に属する家
計による，地方および低所得層重視の政策に対する金融面での反応が，上
述のような傾向を生み出した可能性がある9）。
以下では，職業別および地域別の家計債務の動向を観察し，2000年代に
特徴的に見られた経済政策上の変化が家計債務に及ぼした影響について若
干の考察を行う。
３　職業別家計債務
タクシン政権下の政策が低所得家計の債務に及ぼした影響を見るために
は，所得階層別に家計債務の動向を捉えるのが望ましいが，残念ながらそ
のような目的に適した公表データは存在しない。一方，『社会経済調査』に
は職業分類別および地域別の家計債務データが収録されている。職業間・
地域間の所得格差が一定程度固定的でありさえすれば，この時期における
家計債務が職業別・地域別にどのように推移してきたのかを見ることによ
って，ある程度上述の目的に沿った分析が可能となるであろう。
まず，職業別の所得格差の存在を確認したい（図3-1）。専門・技術・管
理職の所得が他を圧倒して高く，農業以外の自営業者と事務・販売・サー
ビス職がそれに続く。農業関係の職は経営者，労働者に関わらず低所得で
9） Siripanyawat et al. （2010）は，タクシン政権下における債務保有世帯比率の上昇は，2002
年から設けられた農村基金など農村地域における金融アクセスの改善が原因の一つであると
指摘している（p.156）。
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ある。
職業分類別の所得の伸びを見るために，各職業カテゴリーの2001年所得
に対する各年の比率を見た（図3-2）。2000年代に最も所得を伸ばしたのは，
相対的に低所得であった農業従事者であった。他方で専門・技術・管理職，
農業以外の自営業者の所得の伸びは低調であった。
以上の事実を念頭において，職業分類別の家計当たり平均債務額見ると
（図3-3），専門・技術・管理職，農業以外の自営業，事務・販売・サービ
ス，農場経営者の順で残高が大きく，また2000年代にその額を大きく伸ば
していることが分かる。一方，農業労働者や一般・生産労働者のように，
タクシン政権下で各種優遇策の対象となったと思われる低所得職業カテゴ
リーでは，債務額のみならずその伸びもわずかであるように見える。とこ
ろが，タクシン政権期とその後の期間とで家計債務額の伸びがどう変化し
たかを見るために，2002年から2006年，2006年から2009年のそれぞれの債
務額の伸び率を職業分類別に眺めると，得られる印象は大きく変わってく
る（表3-1）。タクシン政権期を含む2002年から2006年の間に最も債務額を
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図3-1　職業別相対家計所得の推移
（注）全体平均に対する比率。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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図3-3　職業別家計平均債務額の推移（バーツ）
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
図3-2　職業別家計所得の伸び
 （注）2001年所得に対する比率。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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伸ばしたのは農業労働者（２倍）と生産労働者の（1.8倍）であり，ともに
家計全体の伸び（1.4倍）を大きく超えている。債務額の大きかった専門・
技術・管理職などは家計全体とほぼ同じが，若干下回っている。タクシン
政権後の3年間では，農業労働者の伸びは大きく落ち込み（1.1倍），同じ期
間の家計全体（1.2倍）を下回った。
なお家計債務の年収に対する比率は，職業別に見ると変化が激しく，長
期的な傾向を捉えるのが難しいが，借地農場経営者，専門・技術・管理職，
事務・販売・セールス，生産労働者は2000年代において比率を上昇させた
ように見える（図3-4）。ただし，必ずしも所得階層別の相違やタクシン政
権崩壊前後における傾向変化が見られるわけではなく，低所得層優遇政策
との関連は不明瞭である。
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表3-1　職業別家計債務額の伸び
全体
平均
農 場 経
営者（土
地所有）
農 場 経
営者（借
地）
自 営 業
（非農業）
専門・技
術・管理
職
農業労
働者
一般労
働者
事務・販
売・サー
ビス
生産労
働者
タクシン
政権期
1.41 1.37 1.63 1.30 1.36 2.05 1.33 1.42 1.76
タクシン
以後
1.16 1.24 1.31 1.00 1.24 1.08 1.24 1.11 1.25
（注）「タクシン政権期」は2002年債務額に対する2006年債務額の比，「タクシン以後」は2006年
債務額に対する2009年債務額の比。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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4　地域別家計債務
前節の分析を補完するために，地域別の家計債務動向について同様の分
析を行う。
まずは地域別の所得格差を確認すると（図4-1），やはりバンコク首都圏
が圧倒的に高所得であり，全国平均の2倍前後に達している。バンコク首都
圏を囲み産業に占める製造業比率が高い中部，プーケット島など有名なリ
ゾート地が所在し観光業の盛んな南部が，概ね全国平均に等しい所得水準
であり，第一次産業が中心の北部と東北部はタイで最も貧しい地域である。
図4-2は，2001年を基準にして地域別家計所得の伸び率を見たものであ
る。2002年頃までは所得の伸びに大きな地域間格差は見られないが，2004
年以降徐々にその差が開き始める。特に南部の伸び率が他の地域を上回っ
て高く，2009年には2001年の倍以上となった。次いで伸び率が高いのが最
貧地域である東北部と北部であり，最も所得の高いバンコク首都圏は最も
伸び率の低い地域であるが，それでも2000年代を通じて1.5倍以上の所得増
図3-4　職業別家計債務年間所得比率の推移（％）
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（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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図4-1　地域別相対家計所得の推移
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（注）全国平均に対する比率。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
図4-2　地域別家計所得の伸び
（注）2001年所得に対する比率。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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を経験した。いずれにせよ，タクシン退陣前後で大きな変化は見られない。
家計所得同様，家計債務の規模もバンコク首都圏が他の地域を圧倒して
いる（図4-3）。他の地域に目を転ずると，中所得地域である中部と南部の
家計は，低所得地域である北部と東北部の家計より大きな債務を抱えてい
るようであるが，その差は僅かである上，年によっては順位が逆転してい
る。バンコク首都圏以外の4地域における家計債務規模は，ほぼ同程度であ
るとみなしてよい。
バンコク首都圏以外に債務規模の地域間格差が存在しない一方で，既に
見たように家計所得の地域間格差は存在するため，債務の年収比率には地
域ごとにかなりのばらつきが見られる（図4-4）。バンコク首都圏は40％前
後で比較的安定的である上に，タクシン政権下においては低下傾向にあっ
た。タクシン退陣後の2007年から2009年にかけて10％ポイント近く上昇し
ている。他の地域はタクシン政権の下での上昇，その後の低下もしくは横
ばいといった動きが観察されるが，特に北部，東北部にその傾向が強く，
図4-3　地域別家計平均債務額の推移（バーツ）
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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2000年代半ばには家計債務は年収の70％前後に達している。
タクシン政権前後の変化は，家計債務額の伸び率を見ても明らかである
（表4-1）。タクシン政権期には，バンコク首都圏を除くすべての地域で全国
平均を上回る債務額の伸びが見られたが，タクシン政権崩壊後の期間は逆
転し，バンコク首都圏が全国平均を上回る伸びを見せる一方，他の地域の
伸び率はいずれも全国平均を下回った。
表4-1　地域別別家計債務の伸び
全国平均
バンコク
首都圏
中部 北部 東北部 南部
タクシン
政権期　
1.41 0.98 1.49 1.98 1.54 1.50
タクシン
以後　　
1.16 1.29 1.16 1.05 1.16 1.11
（注）「タクシン政権期」は2002年債務額に対する2006年債務額の比，「タクシン以後」は2006年
債務額に対する2009年債務額の比。
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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図4-4　地域別別家計債務年間所得比率の推移（％）
（出所）National Statistical Office of Thailand, Household Socio-Economic Survey.
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５　小活
以上の観察に基づいて，最後に若干の考察を行う。本稿で提示した問題
意識は，2000年代に特徴的だった平均家計債務の動向が，同時期における
政府の政策スタンスの変化によってどの程度説明できるのかを明らかにす
ることであった。すなわち，前半期における家計債務残高および年収比率
の上昇と，後半期における両者の停滞が，都市低所得層や地方農村への所
得再分配政策を志向したタクシン政権の成立と崩壊によってもたらされた
とする仮説の現実妥当性を検証することであった。
タイにおいては職業別，地域別の所得格差が残存し，職業で見ると農業
関係者，地域で見ると北部，東北部が相対的に低所得である。タクシン政
権下における所得再分配政策の恩恵を最も受けたのが，まさにこうしたカ
テゴリーに属する家計であったわけだが，同時に2000年代において最も所
得を伸ばしたのも同じ家計であった。所得が上昇すれば，それに比例して
家計債務が上昇することは自然なことであり，さらにタイのような新興国
においては，マクロ経済が安定している限り所得以上に債務が増加したと
しても何ら不思議ではない。事実，2000年代半ばまでに北部，東北部の家
計債務の所得比率は急上昇した。債務残高自体の伸び率を見ても，同時期
の農業労働者，北部，東北部といった低所得カテゴリーについては，全体
平均を大きく上回っていた。ところが，軍事クーデターの勃発によってタ
クシン政権が崩壊した2006年以降，農業労働者と北部，東北部の債務所得
比率は急低下，債務残高伸び率は全体平均を下回った。これは，相対的に
所得の高い専門・技術・管理職とバンコク首都圏の債務所得比率と債務残
高伸び率が，2000年代前半には下落もしくは全体平均を下回っていたのに
対して，後半には上昇もしくは全体平均を上回るようになった動きとは極
めて対照的である10）。以上を要するに，2000年代における各政権の下で採
られた経済政策スタンスの変化が，所得階層別に見た家計部門間の債務構
造の相違をもたらしたと推測することは十分可能であると思われる。ただ
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し，低所得層に属する家計の保有する債務残高が，タイ家計全体に占める
割合は極めて小規模であることから，そうした家計に見られた諸特徴が全
体の傾向を規定したと主張することには無理がある。したがって，2000年
代におけるタイ家計部門の債務構造の特徴的な動きを説明するには，本稿
で分析対象とした要因以外の様々な要素を考慮に入れなければならないで
あろう11）。同時に，北部，東北部など低所得地域に居住する農業家計に偏
った債務の急増が，タイの金融システムやマクロ経済の安定性に対する潜
在的なリスクとなる可能性についても分析を進める必要がある。
（付記）本稿の作成に際し，法政大学比較経済研究所研究会の参加者から有
益なコメントを頂いた。また，国際東アジア研究センターのEric D. 
Ramstetter主席研究員からはデータについてのご助言を頂いた。ここに記
して感謝したい。残された誤りはすべて筆者の責任である。本研究は科学
研究補助金による成果の一部である。
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10） より正確に言うと，職業別に見た債務所得比率の動きはやや不明瞭である。これは，タクシ
ン政権による所得再分配政策が，地域間格差の是正を目的とした地方優遇政策であり，職業
間所得格差の是正を目指したものではなかったことの反映であると考えられる。
11） 例えば経済発展に伴う中間層の成長や耐久消費財の普及度合いなどよりファンダメンタルな
要因の影響を検証する必要があろう。
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A Preliminary Study on Thai Household Debt Structure
in the 2000’s
Takeshi UESAKA
《Abstract》
This paper investigates the plausibility of the hypothesis that each Thai 
government’s stance toward income redistribution influenced the structure 
of household debt in the 2000’s. Under the Thaksin administration (2001-
2006), rural villages and low-income earners were favored in order to 
reduce regional and income differences. During the political instability that 
followed the collapse of the administration in September, 2006, the 
favoritism enjoyed by these households was more or less reversed. In 
tandem with the transition in this economic policy, the volume of debt and 
the debt-income ratio of households classified as low-income, i.e. farm 
workers and north/northeastern residents, increased in the early 2000's, 
then decreased after Thaksin’s administration’s fall relative to nationwide 
averages. However, it would be difficult to maintain that this trend 
predominated in all households, because the outstanding debt held by low-
income households was minuscule compared to that of middle- and high-
income households. There is still room for further research into these 
issues.
